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１.はじめに
我が国は超高齢社会の到来によって社会保障費が増
加し続け、2016年度には医療費が41.5兆円、介護費は
10.4兆円に達し、今後益々増加することが危惧されて
いる。介護保険制度がスタートした2000年の介護費に
比べると約４倍になっている。介護保険料の高騰は、
国民一人ひとりの負担が大きくなるばかりか、さらに
地域差が生じていることから高齢化が進む地域在住の
高齢者の負担が大きくなるばかりである。こうした現
状のなか、我が国の医療費や介護費の安定した財源を
確保し、財政健全化を実現させるためには、介護予防
に対する認識を高め、地域が一体となって取り組む仕
組みを検討し実行することが求められる。これまでの
研究では、介護予防事業を展開することで体力や生活
機能が改善し??、さらには医療費や介護費の抑制が期
待できたとする報告がある??。また、運動習慣の重要性
のみならず、集団で行うスポーツ・運動が介護認定率
を抑制する可能性があるという報告もある??。我々は
これまでの介入研究を通して、介護予防対策の主軸は、
運動、栄養、社会参加であることを指摘し、医療費や
介護認定率を抑制するためには地域コミュニティーを
高めることが重要であることを強調している?????????。
またそのためには地域の介護予防リーダーの養成が不
可欠であると考えている。
和歌山県の2016年１月現在の総人口は、994,317人、
高齢者人口301,020人と30.3％を占め、近畿１位、全国
７位(全国26.7％)と高齢化の進む県の１つである。要
介護認定者数は66,879人と22.2％を占め、全国平均が
17.9％からすると全国で１番高いという特徴がある。
高齢化の影響を調整しても全国２位という状況である。
和歌山県の介護給付費は平成26年度において約890
億円となり、65歳以上が支払う毎月の介護保険料標準
額は第６期(平成27年度～平成29年度)には6,243円と
なり、全国平均の5,514円に比べると３年先(１期３年)
の負担を被っている。平成30年度から迎える第７期に
は10％以上の更なる負担が必要になることを想定する
と、和歌山県は平均で月額7,000円を超える可能性があ
る。介護給付費の上昇は、直接、市町村住民に負担が
重くのし掛かってくることになるため対策強化が必要
となる。
厚生労働省が発表した2016年度のデータによる全国
の要介護認定率の地域差の要因を分析した結果をみて
みると、約1.6倍の格差がある。また認定率の高い地域
は１人当たりの介護費も高い傾向にあったと指摘する。
認定率の低い理由には市町村が介護予防に力を入れて
いたり、高齢者を見守る地域の繋がりが強いことが要
因であると推測している。このようなことから考える
と、要介護認定率を抑制する手立ては、市町村の介護
予防のあり方を見直し、予防の重点化、さらに地域の
社会参加によるコミュニティーを高める対策強化が重
要であることが考えられる。
和歌山県の南西部に位置する上富田町は、平成29年
１月現在で人口は約１万5500人、65歳以上の高齢者は
約３千900人、高齢化率が約25%である。要介護認定率
は22.8%(平成28年３月末)となり、介護保険給付費は
約13億円、介護保険料標準額は、和歌山県内30市町村
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本研究では上富田町をフィールドとして９年間にわたって、住民の運動習慣や地域活動が要介護認定率と介護保
険給付費にどのような影響を及ぼしているのかについて検討を行った。その結果、体を定期的に動かすこと、体を
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やイベントに参加することが、要介護認定率を明らかに低下させていることがわかった。その効果は要介護認定の
リスクを45％～90％抑制していた。
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介護予防を目的とした健康・地域づくり支援の効果
のうち８番目に高く6,375円となっている。
上富田町の長期的課題として、医療費や要介護認定
率の抑制であり、さらに生活習慣病のリスク軽減、肥
満者やメタボリックシンドローム(内臓脂肪症候群)の
抑制、ロコモティブシンドロームの予防促進、運動習
慣者の増加が課題になっている。また近年、虚弱(フレ
イリティー：frailty;「フレイル」)に対する総合的な対
応の必要性が重要視され、加齢とともに脆弱化する身
体的のみならず、精神的、心理的、社会的な支援が必
要になってくる。さらに要介護者は関節疾患、骨折・
転倒、高齢による衰弱等の廃用性症候群が原因となり、
要介護状態を招くという特徴がある。こうした様々な
要因は、運動機能の低下や体力・筋力の低下が大きく
関与している。すなわち住民の健康づくり施策として、
運動やスポーツの普及啓発を促し、体力づくりを基本
とした地域づくりが重要な課題であると考える。
そこで本研究では健康づくりの現状を的確に把握し
医療費や要介護認定率の適正化を目指して取り組んで
いる上富田町に注目し、65歳以上の全上富田町民を対
象として、簡易なアンケート調査を実施し、アンケー
ト項目と要介護認定率、介護保険給付費との関係につ
いて解析を行った。特にアンケート調査内容を基礎デ
ータとして2007年(平成19年)４月から2016年(平成28
年)３月までの９年間の要介護認定情報を解析するこ
とで、上富田町民の日常生活・運動習慣や保健福祉・
健康づくりの効果を明らかにすることを目的とした。
２.要介護認定情報の調査
１）記名式アンケート調査の実施
記名式アンケート調査の実施は、2016年６月から10
月までの期間に行った。アンケート調査の質問は８項
目である。アンケートは郵送法により、上富田町65歳
以上の全住民3,752名に送付し、合計1,115名(男性：417
名、女性：644名)から回収することができた。回収率
は29.7%であった。
２）要介護認定と介護保険給付費情報の調査
アンケートの項目と2007年(平成19年)４月から2016
年(平成28年)３月までの９年間の要介護認定情報(要
介護認定および介護保険給付費)を基礎データとして
解析を行った。介護認定情報についての分析において
個人情報の取り扱いには、十分な配慮を行った。また
アンケート調査の目的や介護認定情報の提供について
は、書面にて記載し、同意を得た場合、同意書欄に署
名をしてもらい回収した。すべての個人情報は、上富
田町住民生活課が管理した。
３）比較対照群の抽出方法
アンケート回答者の質問項目と介護認定情報を分析
するため、比較対照群(以下：対照群)を上富田町在住
者の中からアンケート回答者の年齢と性別をマッチン
グさせ、３倍の人数になるように、無作為にコンピュ
ータ上で抽出し解析した。アンケート回答者および対
照者は、2007年４月までに介護保険の資格を取得し、
2016年３月まで有資格者である65歳以上の者とした。
いずれも調査開始時点で自立であることを条件とした。
４）統計処理の方法
要介護認定については、SPSS－23の比例ハザード
モデル法を用いて解析を行った。また介護保険給付費
については、パネルデータ解析法(１ヵ月毎の介護保険
給付費を追跡し分析する方法)を用いて解析を行った。
有意水準はすべて５％未満とした。
３.９年間の要介護認定情報調査の結果
１）要介護認定率について９年間の調査期間(2007
年４月から2016年３月)で解析を行った。調査対象者は
(1)2007年４月までに介護資格を取得した者、(2)2007
年３月末の時点で自立、2007年４月時点で65歳以上の
者の条件を満たすアンケート回答者は494名であった。
またアンケート回答者は2007年４月時点で平均年齢が
71.37歳であり、65歳から93歳までの人が対象となっ
た。2007年３月時点で自立者(494名)が９年後の調査期
間終了時には、91名が要介護認定を受けていた。要介
護認定率は18.4%であった(表１)。
２）アンケート調査で、「問１：体を動かしています
か」の質問について要介護認定率を９年間で解析した。
その結果、「体を動かしている」と回答した群の要介護
認定率は12.4％であった。「体を動かしていない」と回
答した群の介護認定率は56.7％であった。「体を動かし
表１ 2007年３月時点で自立者が調査期間終了時の介護認定状況
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ている」群の介護認定率は「体を動かしていない」群
に比べて、0.227倍有意に低くなることがわかった(図
１)。すなわち体を動かすこと(運動・身体活動)で要介
護認定のリスクが77.3％抑制されていたことになる。
３）アンケート調査で、「問２：体を動かす頻度はど
のくらいですか」の質問について解析した。その結果、
「週に２回以下」の頻度で体を動かしている群の介護
認定率は、「ほぼ毎日」体を動かしている群に比べて、
3.311倍有意に高くなっていた。すなわち「ほぼ毎日」
体を動かすと要介護認定のリスクが69.8%抑制されて
いることになる。また「ほぼ毎日」体を動かしている
群と「週に３～４回」群では有意な差はみられなかっ
た(図２)。
４）アンケート調査で、「問３：１回に体を動かす時
間はどのくらいですか」の質問について解析した。そ
の結果、「30分未満」で体を動かしている群の介護認定
率は「１時間以上」体を動かしている群に比べて、2.060
倍有意に高くなっていた。すなわち「１時間以上」体
を動かすと「30分未満」の群より要介護認定のリスク
が51.5％抑制されていることになる(図３)。
また「30分以上１時間程度」体を動かしている群の
要介護認定率は「１時間以上」体を動かしている群に
比べて2.007倍有意に高くなっていた。すなわち「１時
間以上」体を動かすと「30分以上１時間程度」の群に
比べて要介護認定のリスクが50.2％抑制されているこ
とになる。いずれにしても１日１時間以上の運動する
ことが重要になると考えられる。「30分未満」の群と「30
分以上１時間程度」の群では有意な差はみられなかっ
た。
５）アンケート調査で、「問４：何人で運動すること
が多いですか」の質問について解析した。その結果、
「ほとんど１人」で運動する群、「２～３人程度」で運
動する群、「５人以上」で運動する群の全ての群間でい
ずれも有意な差がみられなかった。
６）アンケート調査で、「問５：あなたは運動のほか
に何らかの地域活動に参加していますか」の質問につ
いて解析した。その結果、「地域活動に参加している」
群の要介護認定率は、「地域活動に参加していない」群
に比べて、0.238倍有意に低くなっていた(図４)。すな
わち地域活動に参加することで要介護認定のリスクが
76.2％抑制されていることになる。また「地域活動に参
加している」群は全体で44.0％を占めていた。
７）アンケート調査で、「問６：参加している活動の
頻度はどのくらいですか」の質問について解析した。
その結果、「１年に数回程度」の群、「１ヵ月に１～２
回程度」の群、「週に１回以上」の群の全ての群間で有
意な差がみられなかった。すなわち地域活動の回数に
影響していなかったことがわかった。
図１「問１：体を動かしていますか」の質問についての要
介護認定率
図２「問２：体を動かす頻度はどのくらいですか」の質問
についての要介護認定率
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図３「問３：１回に体を動かす時間はどのくらいですか」
の質問についての要介護認定率
図４「問５：あなたは運動のほかに何らかの地域活動に参
加していますか」の質問についての要介護認定率
図５「問７：あなたは上富田町役場が主催する行事やイベ
ントに参加していますか」の質問についての要介護認
定率
図６ ウオーキング＋ジョギング実施群と対照群の要介護
認定率の比較
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８）アンケート調査で、「問７：あなたは上富田町役
場が主催する行事やイベントに参加していますか」の
質問について解析した。その結果、「いつも参加する」
群の介護認定率は、「ほとんど参加しない」群に比べて
0.135倍有意に低くなっていた。すなわち「いつも参加
する」ことで要介護認定のリスクが86.5％抑制されて
いることになる。また、「ときどき参加する」群の介護
認定率は、「ほとんど参加しない」群に比べて、0.225倍
有意に低くなっていた。すなわち「ときどき参加する」
ことで介護認定のリスクが77.5％抑制されていたこと
になる(図５)。「いつも参加する」と「ときどき参加す
る」の間には有意な差はみられなかった。いずれにし
ても地域の行事やイベントに参加している人は要介護
認定率のリスクが抑制されていることが考えられる。
また「いつも参加する」と「ときどき参加する」の群
を合わせると全体で37.8％、「ほとんど参加しない」群
は62.2%を占めていた。
９）アンケート調査で、「問８：体を動かしている内
容をお答えください」の質問において「ウオーキング＋
ジョギング」と回答した者173名を対象に生年月日、性
別をマッチングさせた約３倍の者(473名)を対照群と
して比較した。その結果、「ウオーキング＋ジョギング」
をしている群の介護認定率は対照群と比べて、0.355倍
有意に低くなっていた(図６)。すなわち要介護認定の
リスクが74.5％抑制されていることになる。
４.介護保険給付額の分析結果
調査期間：2007年４月から2016年３月の間に介護給
付を受けた者を対象として毎月の介護給付費をパネル
データ法で解析した。調査対象者は１）2007年４月時
点で65歳以上の者、２）2007年４月から2016年３月ま
での９年間の介護保険資格を有する者、３）2007年３
月末時点で自立、2016年３月までに介護認定(要支援・
要介護)を受けた者の３条件を満足するアンケート回
答者である。その結果、90名が対象者となった。
１）アンケート調査で、「問２：体を動かす頻度はど
のくらいですか」の質問について解析を行った。その
結果、「週に３～４回」体を動かす群(13名)は「１カ月
に２～３回」と「週に１～２回」を合わせた「週に２
回以下」の群(15名)に比べて、介護給付費が月額4,087
円(/月)有意に少なくなっていた(年間：49,044円に相
当：自己負担分を除く)。また、「ほぼ毎日」体を動か
す群(22名)は、「週に２回以下」の群に比べて、介護給
付費が月額4,493円(/月)有意に少なくなっていた(年
間：53,916円に相当：自己負担分を除く)。すなわち要
介護状態になると週３回以上運動することが重要にな
ると考えられる。
２）アンケート調査で、「問３：１回に体を動かす時
間はどのくらいですか。」の質問について解析を行っ
た。その結果、「30分以上１時間程度」体を動かす群(18
名)は「15分程度」と「30分未満」を合わせた「30分未
満」の群(15名)に比べて、介護給付費が月額6,289円(/
月)有意に少なっていた(年間：75,468円に相当：個人
負担分を除く)。また、「１時間以上」体を動かす群(16
名)は、「30分未満」の群に比べて、介護給付費が月額
5,260円(/月)有意に少なくなっていた(年間：63,120円
に相当：個人負担分を除く)。すなわち要介護状態にな
ると１日30分以上運動することが重要になると考えら
れる。
３）アンケート調査で、「問４：何人で運動すること
が多いですか」の質問について解析を行った。その結
果、「２～３人程度」で運動する群(８名)は「ほとんど
１人」の群(28名)に比べて、介護給付費が月額5,113円
(/月)有意に少なかった(年間：61,356円に相当：個人
負担分を除く)。すなわち要介護状態になると複数人数
で運動することが重要になると考えられる。
４）アンケート調査で、「問２：あなたは運動のほか
に何らかの地域活動に参加していますか。」の質問につ
いて解析を行った。その結果、地域活動に「参加して
いない」群(72名)は、「参加している」群(14名)に比べ
て介護給付費が月額4,930円(/月)有意に増加すること
がわかった(年間：59,160円に相当：個人負担分を除
く)。すなわち、要介護状態になった場合でも、地域活
動に参加することが重要であることが考えられる。
５）アンケート調査で、「問８：体を動かしている内
容をお答えください」の質問において「ウオーキング＋
ジョギング」と回答した者26名を対象に生年月日、性
別をマッチングさせた約３倍の者を対照群(78名)とし
て解析を行った。その結果、「ウオーキング＋ジョギン
グ」の群は、対照群に比べて介護給付費が月額5,724円
(/月)有意に少なくなっていた(年間：68,688円に相
当：個人負担分を除く)。すなわち、要介護状態になっ
た場合でも、ウオーキングなどの運動を行うことが重
要であることが考えられる。
５.考察
本研究では上富田町をフィールドとして９年間にわ
たって、住民の運動習慣や地域活動が要介護認定率と
介護保険給付費にどのような影響を及ぼしているのか
について検討を行った。その結果、体を定期的に動か
すこと、体を動かす週当たりの頻度が多いこと、時間
が多いこと、運動以外の地域活動に参加していること、
町が主催する行事やイベントに参加することが、要介
護認定率を明らかに低下させていることがわかった。
その効果は要介護認定のリスクを45％～90％抑制して
いるという、非常に高いリスク軽減であった。
吉田ら??は運動を中心とした介護予防事業を実施し、
その終了後の医療費と介護費を追跡した結果、いずれ
の費用も伸び率が大きく抑制され、費用対効果から考
えても明らかなメリットがあったと報告している。上
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富田町はスポーツ振興や介護予防事業など幅広く行っ
ている。特に介護予防事業では、「てんとうむし教
室」、「生きがい教室」、「シニアエクササイズ(青春
塾)」、「ハナミズキの会」、「認知症予防教室」、「認知症
サポーター養成講座」、「地域サロン」など運動教室や
介護予防教室が継続的に展開され、住民参加によって
介護予防事業が展開されている。こうした事業は介護
認定率を抑制する有用性の高い事業であることが推察
された。また本研究では介護保険給付費との関係につ
いても検討した結果、介護状態になっても体を動かす
ことの重要性のみならず、長期的な運動継続の取り組
み支援や地域活動に参加を促すことで年間１人当り３
万円～10万円(個人負担を除く額)の抑制効果が生じて
いることがわかった。今後、介護予防や介護支援事業
の拡大によって益々、医療費や介護認定率の抑制、介
護レベルの悪化を招かない対策を実施することで町全
体での社会保障費の軽減が生じてくる可能性が示唆さ
れる。そのためには、これまで以上に上富田町民の運
動習慣率を高め、また地域活動を基本にした社会参加
率をさらに高めることが重要になっていくと考える。
本研究では、定期的な運動習慣の定着が重要である
ことが明確になった。しかしながら運動を継続するこ
とは容易なことではない。Kanamoriら??の報告では、
集団で行うスポーツ・運動への参加と不参加とでは介
護認定率に大きな違いが生じ、週１回以上、それもス
ポーツ組織に属して運動をすることが介護認定率を大
きく抑制できることを指摘している。また運動を継続
している要因を分析した重松ら???の報告では、仲間の
存在や関わることが最も重要となることを指摘してい
る。さらに我々はこれまでの介入研究を通して、１人
で運動するより、集団に属し仲間と一緒に運動するこ
とで約半分に介護認定率が低下することを報告してい
る????。今回の介護認定率による調査では、運動を実施
するときの人数には影響がみられなかったが、地域活
動に参加することや介護保険を給付したのち複数人数
で運動することで介護保険給付費の抑制につながって
いたことは、今後社会参加を促し、集団で行う地域の
コミュニティーを高める環境づくりが重要になってい
くことが考えられる。
本研究では、運動以外の地域活動に参加しているこ
とが介護認定率を抑制していた。それも地域活動の回
数に影響していなかった。介護認定率を高くするリス
ク要因を分析した平井ら???の報告によると、年齢が高
い、生活機能が低い、歩行時間が30分未満、外出頻度
が少ない、友達と会う頻度が低い、自主的な活動に参
加していないなどが要因であったとしている。さらに
Aidaら???は、友人と月１回会うことはそうでない人に
比べて死亡のリスクが低くなることを報告し、人々と
の絆や信頼、助け合い、ネットワークなどソーシャル
キャピタルが高いことの重要性を指摘している。この
ようなことから考えても地域で集える居場所づくりが
重要であり、少ない回数でも地域活動に参加を促す対
策が重要になっていくと考えられる。
小澤ら???は、ボランティア活動に参加し、その活動が
活性化していることが介護認定率の軽減につながるこ
とを報告している。また河合ら???や我々は地域の介護
予防ボランティアリーダーの養成が不可欠であること
を報告している????。今後、上富田町でも行政や地域支
援を行う運動の専門家の育成のみならず、行政や運動
の専門家の支えとなって地域で活躍してくれるボラン
ティアリーダー(運動支援員)の数を多く輩出する対策
が極めて重要であると考える。地域で自主的に集い、
活動を支援してくれる運動支援員の育成には、地域の
実情を認識し、かつ運動教室などの修了者が担うこと
が望ましいであろう。こうした方々は、健康づくり・
介護予防のリーダーとしての資質と力量を兼ね備えて
いる。また介護予防の理念を理解し、また運動を経験
したことで、自らの力量を地域に注ぐリーダーとして
相応しくまた説得力がある。
上富田町では、具体的な施策としてボランティアリ
ーダー(運動支援員)の育成により自主的かつ積極的に
参加できる運動を中心にした地域活動拠点の創設が重
要となると考える。自主活動拠点はできるだけ15分以
内で歩いて参加できる自立者を中心とした「通いの場」
を各地域に点在させ、２～３人の少人数でも１週間に
１回程度から最低でも１カ月に１回程度、定期的に集
まれる環境の創設と支援が理想的である。
我々はこれまでの報告で、65歳以上の高齢者が集団
に属して運動を開始し、住民の約10％を超えて参加し
始めた時期から介護認定率が低下していく状況を確認
している??。こうしたことを鑑みると富田町在住おお
むね65歳以上の10％(約400人)を超える人々が運動を
中心に定期的に集い会う、仲間づくりとその環境整備
が大きな課題であり目標になると考える。さらに運動
以外の地域活動や役場が主催する行事やイベントの参
加率を、約60％以上(2,400人以上)を目標にして展開す
ることが必要ではないかと考える。
最後に、上富田町では、保健福祉・健康づくり、介
護予防事業が住民に幅広く浸透し、多くの市民が率先
して参加できる健康づくり・介護予防環境を整備する
ことが重要となる。それによって上富田町の要介護認
定者の抑制および介護保険給付費の抑制に繋がり、健
康寿命延伸の実現によって社会保障費全体に好影響を
及ぼすことになるに違いない。
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